
 

    

 

 

 

 

厚生労働科学研究研究費補助金 

 

 

障害保健福祉総合研究事業 

 

 

 

 

罪を犯した障がい者の地域生活支援に関する研究 

 

 

 

平成１９年度 総括・分担研究報告書 

 

主任研究者 田島 良昭 

 

 

 

平成２０（２００８）年 ４月 

 

 

 

 

 

     

 



2 

    

 

 

      目   次 

 

 

   Ｉ．総括研究報告 

  罪を犯した障がい者の地域生活支援に関する研究 

    田島 良昭 

   

 

   Ⅱ．分担研究報告 

  １． わが国の矯正施設における知的障害者の実態調査 

    藤本 哲也 

    

２． 虞犯・触法等の障害者を取り巻く司法と福祉の現状    

    山本 譲司 

 

３． 触法等の障害者の社会復帰における更生保護と福祉等の連携に関する現状と課題 

    清水 義悳 

      

  ４． 現行制度における虞犯・触法等の障害者の地域生活の現状と課題 

    高橋 勝彦 

 

５． 現行制度における虞犯・触法等の障害者の就労と地域生活の現状と課題 

    酒井 龍彦 

     

   

 



3 

別添３ 

厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業） 

（総括・分担）研究報告書 

 

罪を犯した障がい者の地域生活支援に関する研究 

平成１９年度 総括・分担研究報告書 

 

主任研究者 田島 良昭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分担研究者氏名・所属機関名及び所属機関における職名 

 

藤本 哲也   中央大学法学部教授 犯罪学博士 

 

山本 譲司   ノンフィクション作家 

 

清水 義悳   更生保護法人 日本更生保護協会 常務理事 事務局長 

 

高橋 勝彦   宮城県社会福祉協議会 宮城県船形コロニー 総合施設長 

 

酒井 龍彦   社会福祉法人 南高愛隣会 長崎障害者就業・生活支援センター 常務理事 所長 

 

 

Ａ．研究目的 

罪を犯した障害者の自立促進にどう取り組むかをテーマに関係省庁と連携し、実践的モデル事業を実施

し、その中で見えてくる課題について、解決をはかる。 

 

Ｂ．研究方法 

罪を犯した障がい者の地域社会に向けた必要な支援を整理し、地域移行を促進する目的で、各種実態調

査を実施し、現状の把握と問題点を探るとともに、地域生活支援への移行のあり方、社会復帰に向けた福

祉分野の役割と矯正及び更生保護の関係機関等との連携による具体的な取り組み、法的整備に関する課題

や解決策をまとめることを目的に、分担研究者がそれぞれの研究課題に向け取り組む。 

 

平成18年度は、法務省矯正局の協力のもと全国規模で「知的障害者またその疑いのある受刑者調査」及

び「罪を犯した障害者の保護観察・更生緊急保護の実施例と課題」の実態調査を進め分析を行う。矯正施

設と連携を行い、実際に罪を犯した障害者の福祉サービス利用までの課題を整理する。また障害者が被告

人になった場合の刑事裁判の実態調査を行い福祉施設の支援のあり方の検討を行った。 

 

これらの研究成果を踏まえ、３年計画の２年目となる平成１９年度は、次の項目の研究を進める。 

法務当局の矯正事業の現状調査 (藤本分担研究者) 

○法務省矯正局実施の「知的障害者またはその疑いのある受刑者調査」の分析  

○諸外国の知的障害者の取扱い方（法律・犯罪類型・矯正処遇等）及び刑事裁判についての調査 

 

研究要旨 

罪を犯し、又は罪を犯す虞のある障害者の地域社会での自立促進を図る観点から、実態調査を実

施し、現状における問題点を探るとともに、就労、生活訓練、地域生活支援への移行のあり方、社

会復帰に向けた福祉分野の役割と矯正及び更生保護の関係機関等との連携の具体的な取り組み、法

的整備に関する課題等を分析する。 
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知的障害者の刑事裁判の実態調査（入り口の健全化）（山本分担研究者） 

  ○障害者が被告人となった場合の刑事裁判の実態及び支援事例と出所後の受け皿探し等の実践活 

動から見えてきた福祉的・司法的課題の整理 

○触法障害者への先進的福祉政策実施のオーストラリア・ビクトリア州政府ヒューマンサービス 

省のスタッフとの意見交換  

 

更生保護事業の現状調査 （清水分担研究者） 

○罪を犯した障がい者の受け入れに関する更生保護施設の実態調査及びその課題の整理 

○知的障害等を持つ少年院在院者の社会復帰に関する諸課題のまとめ 

 

現行制度における罪を犯した障がい者の地域生活の現状と課題に関する調査分析（高橋分担研究者） 

○救護施設におけるこれまでの罪を犯した知的障害者の受け入れ状況と支援及びその課題 

    ○矯正・保護施設との連携による罪を犯した障害者への支援 

  

罪を犯した障がい者の地域生活に向けての支援のあり方（酒井分担研究者） 

○全国の障がい者施設における罪を犯した、又は反社会的行動のある障がい者の実態把握 

○矯正施設と連携し合同支援会議の開催と罪を犯した障がい者の福祉サービス利用までの実践  

○精神科医の協力の下、薬物依存及び薬物依存者への対処法等についての職員研修  

 

（倫理面への配慮） 

倫理面への配慮としては、罪を犯しやすい障害者に関する課題を協議するとき社会防衛的視点が 

クローズアップされ、社会的隔離政策に傾くことがある。一方国民の十分なコンセンサスのないまま 

の自立に向けての施策は、国民に認知されない一部の隠れた存在になりがちである。正確かつ的確な 

数的情報を公開すること、障害そのものの理解を求める啓発活動を平行して行う必要がある。 

モデル事業による受け入れや、アンケート情報、事例研究等における個人情報の取り扱いについて厳格に

管理する。 

 

 

Ｃ．研究結果 

平成19年度 分担研究者の研究課題ごとの実施経過は次の通りである。 

 

Ⅰ 法務当局の矯正事業の現状調査 (藤本分担研究者) 

○法務省矯正局実施の「知的障害者またはその疑いのある受刑者調査」の分析 

平成18年度に実施した「我が国の矯正施設（刑務所・少年院）に収容された知的障害者の実態調査」 

の分析と本調査結果の概要について、一般にも読みやすい誤解のない書き方で論文を作成し公表する。 

○諸外国の知的障害者の取扱い方（法律・犯罪類型・矯正処遇等）及び刑事裁判についての調査 

また諸外国の動向に関する研究を継続し、英米法圏を中心に、オーストラリア・アメリカ合衆国・ 

イギリス・ニュージーランドと手分けして、諸外国における「罪を犯した知的障害者の処遇に関する 

研究」を進め、平成19年度はイギリスについてまとめを行う。 

 

Ⅱ 知的障害者の刑事裁判の実態調査（入り口の健全化）（山本分担研究者） 

○障害者が被告人となった場合の刑事裁判の実態及び支援事例と出所後の受け皿探し等の実践活 

動から見えてきた福祉的・司法的課題の整理 

知的障害のある人たちが被告人となった刑事裁判に積極的に関わり、彼ら彼女らの出所後の受け皿探 

しを行い、その実践活動の中で見えてきた福祉的・司法的課題を、具体的事例を挙げ研究する。 
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「入り口」とも言える刑事裁判の段階から福祉関係者が関わることは重要なことであり、裁判の支援 

事例を報告し課題をまとめる。 

○オーストラリアの触法障害者への先進的福祉政策研究 

触法障害者への先進的福祉政策を取り入れている、オーストラリア・ビクトリア州政府ヒュ 

ーマンサービス省のスタッフとの意見交換を行い支援プログラムについて研究する。 

 

Ⅲ 更生保護事業の現状調査 （清水分担研究者） 

○罪を犯した障がい者の受け入れに関する更生保護施設の実態調査及びその課題の整理 

平成18年度は、更生保護施設が知的障害のある矯正施設収容者の受け入れ、あるいは地域生活支援移

行に当たってどのような役割を担えるか、担えるとすればどのような状況においてなのか、さらに担え

ないとすればどのような補強策が必要なのか等について検討してきた。 

平成１９年度は、その受け入れの状況について具体的事例に基づいた調査を通じて、地域生活支援移

行における更生保護施設の実情と問題点を検討し、今後の問題解決の糸口を明らかにするため、全国 

１０１の更生保護施設のうち４施設を選んでヒヤリング調査を実施した。 

 

○知的障害等を持つ少年院在院者の社会復帰に関する諸課題のまとめ 

少年院在院者の受け入れ調整の現状について事例等の収集に努めた。広域的な調整に及ばざるを得な 

い状況、調整窓口がなく個別的な試行錯誤で多大な労力を要しながら移行先が得られないまま推移し 

ている状況等があることが認められた。 

 

Ⅳ 現行制度における罪を犯した障がい者の地域生活の現状と課題に関する調査分析（高橋分担研究者） 

○救護施設におけるこれまでの罪を犯した知的障害者の受け入れ状況と支援及びその課題の検証を行う。 

全国救護施設協議会へ加入している１８２施設に対して、アンケート調査を実施する。アンケートの 

項目については、①施設の概要と知的障害者入所数について②矯正施設等での入所経験がある人の 

福祉施設受け入れの相談についての大きく２つの項目について調査した。 

 

○矯正・保護施設との連携による罪を犯した障害者への支援 

矯正・更生保護サイドと福祉サイドが、連携をして取り組むことの重要性は１８年度の研究で確認され 

たところである。さらに双方が理解をしながら罪を犯した障害者への支援について必要なことは何か 

検討し、合同支援勉強会の開催と少年院へ入院中の知的障害者のケース検討会議を実施する。 

 

Ⅴ 罪を犯した障がい者の地域生活に向けての支援のあり方（酒井分担研究者） 

○全国の障がい者施設における罪を犯した、又は反社会的行動のある障がい者の実態把握 

知的障がい者施設を運営する全国の社会福祉法人等（2,375団体）へアンケートを送付し、過去5年間 

における罪を犯した知的障がい者の受け入れ状況と支援内容及び課題点について調査を実施し分析を行 

なった。 

 

○モデル事業としての実践的取組み（福祉サービス利用までの環境整備） 

 研究計画に基づく合同支援会議を開催し、麓刑務所（鳥栖市）の実践的受け入れを行うと共に地元の 

福祉機関への橋渡し支援を行った。 

平成１９年度は、全国規模で実施した調査データ、関係施設の調査データを基に平成18年度の研究で 

作成した「受け入れのための実践方法フローチャート」に基づき実践を行い、法務・福祉連携もと実際 

に罪を犯した障害者を受け入れるための課題点洗い出し、問題提起をまとめた。 

また市町村行政等を巻き込んだ合同支援会議の開催（地方版会議の確立）に向け準備を行った。 
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Ｄ 考 察 

平成19年度は研究も2年目に入り、私たちの研究がマスコミの皆さんのお力添えで報道され、多くの

皆さんに関心を持っていただけるようになり、各方面からのご相談や問い合わせが殺到するようになり、

貴重な情報も沢山寄せていただくようになった。 

今回行った全国の救護施設や知的障害者施設でも触法障害者についての相談件数が、18年、19年と急増

し、受け入れ者数も増えていることが数字で確認することが出来た。 

相談者は福祉事務所が第一位で、福祉事務所に本人や家族、法務関係機関が相談している。 

  

藤本分担研究者が法務省矯正局の協力で行った一般刑務所15ヵ所27,024名の入所者の実態調査の結果、 

410名（1.5％）の知的障害者が存在し、内療育手帳の所持者がわずか26名（6.3％）しか居ないことも 

判明した。 

矯正統計年報（平成18年）によると新受刑者は約33,000名、内明らかに知的障害者の範疇に入ると思わ

れるＩＱ６９以下の人は約7,000名（22％）で、知的障害者と認定されている療育手帳の所持者は265名

（0.8%）であり、相当数は医療刑務所などに入所すると聞いている。この数年はほぼこのような数で推

移している。 

この矯正統計年報の数7,000名（22%）と刑務所の実態調査による数410名（1.5%）が、なぜこんなに

大きく違っているかよく考察する必要がある。 

 

刑務所の中では立派な模範囚だが一般社会では明らかに障害者と思われる人は多いと言われるが、私

も数多くそのような人を知っている。成人刑務所では今までは 障害者の認定がされようと無かろうと

何の関係もなかったのだろうが、大きく変わりつつある刑務所内処遇の中で違いがはっきりしてくると

思われる。 

さらに出所してからの社会生活支援の福祉サービスを必要とした場合、療育手帳の有る無しで受けら

れる支援の格差の大きさを関係者は良く知るべきである。 

障害認定は本人または支援者の申請によって判定されるもので、まず本人に認定の必要性と福祉サービ

スの中身の説明をよく理解するまで根気よく教えることが大切である。矯正教育の第一歩はまず自分の

障害認知から。 

  

これらの矯正施設から社会につなぐ重要な役割を果たしてきたのが、更生保護委員会が決定する仮釈

放の制度と居住先のない人を受け止める更生保護施設である。 

西村朋子研究助言者の課題解決のための助言の中で、仮釈放による地域生活移行の推進について述べら

れているが、1．仮釈放準備調査と、2．生活環境の調整については、特に注目して検討が加えられなけ

ればならない項目で、保護監察官の役割の重さを再認識した。 

知的障害者等、社会生活上のハンデーのある人の場合は、入所前よりなお一層困難な条件が重なって出

所することになるので、その点を配慮いただき刑の執行率などの弾力的な運用など格段のご判断をお願

いしたい。 

更生保護施設は劣悪な条件の中、身元引受人など支援者に恵まれない人を多数受け止め長年努力され

てきたが、今回の全国調査を見るとほとんどの施設が悪戦苦闘をしておられ、今のままでは未来を背負

う専門職員の養成や障害者を受け入れるような状態ではない。 

障害者施設でさえ処遇が困難な障害者の受け入れをためらい、手のかからない人を優先する施設がある

ように更生保護施設では、短時間で就労自立が可能な人が優先され、長期利用や滞留になりやすい人の

受け入れは 少ない。特に障害者の職業能力開発・雇用促進の制度や福祉サービスについての知識が少

なく、関係機関との連携も出来ていない。      

このように最も頼りにする更生保護施設でさえも障害者にとっては利用することが難しい。家族や支
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援者がいない人が多く、更生保護施設などの支援も受けられないためか、80％近くの人が満期出所とな

っており、社会に出て生活するための準備が整わず、いきなり社会の大波に飲みこまれて、おぼれたよ

うな状態になって罪を繰り返したり、自ら再入所を望んで罪を犯す人さえ見られるようになった。 

   福祉関係者の間では急速に罪を犯した障害者に対する関心と、この問題の深刻さに気付いた専門家が

増えている。特に都道府県・政令都市の福祉行政や市区町の福祉事務担当職員は、法務関係者や警察、

関係家族などからの相談を受けることが増え対応に苦慮している。 

 

福祉施設では今回全国調査を救護施設と、知的障害施設で行った。 

救護施設は生活保護施設で、生活困窮者で緊急に保護の必要な人を措置入所させる、今回回答のあった 

１１９施設中８０施設が民間施設で、全民間施設８７施設中８０施設（92％）が回答を頂いたことにな

る。 

ちなみに公務員又はそれに準ずる者が運営している施設が、９５施設中３９施設（41％）とこの様な調

査の回答すら半数にも満たないことは残念である。 

 

（救護施設をＡ、知的施設をＢと表現する） 

１、 調査回答率  

Ａ・182施設中119施設（65.3％）、Ｂ・2,375法人中1,355施設（57.6％） 

２、 相談受け 

Ａ・119施設中51施設（42.8％）相談件数143件、18年19年急増、  

Ｂ・1,355施設中210施設（15.5％）相談件数396件、18年19年急増 

３、 施設入所受け入れ 

Ａ・93件（65％）、Ｂ・147施設239名（70％） 

 

この様に相談を受ければ福祉施設は高い率で受け入れをしているが、全体で見ると数量ではほんのわ

ずかでしかない。 

  

法務省矯正局管轄でも１００年 ぶりの大改革が始まり、次々とＰＦＩ方式による矯正施設の新設や

地域と連帯しての入所者の処遇改善に取り組んでおられるが、過剰収容のため職員の過重労働 に苦し

み改革はなかなか進んでいないように思う。 

まず再犯防止対策を最重要課題として取り組まれないと過剰収容は改善できないと思う。 
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Ｅ．結 論 

平成１８年度より厚生労働科学研究で、罪を犯した障がい者が矯正施設を出所した後、社会 

生活をしていく上でどの様な問題点があるのか、福祉サービスの利用状況や、地域の人々や関係 

機関からどの様な支援を受けているのか等を調査・研究し、再犯予防と本人の幸福で安定した生 

活を築く為の支援のあり方を検討してきた。 

その結果、浮かびあがってきた法務省・厚生労働省に関わるこれらの課題を早急に解決すること 

が、罪を犯した障がい者の地域生活に結びつくと考え、必要な課題・解決策をまとめた。 

 

 

[罪を犯した障がい者の地域生活支援に向けての提言] 

 
一．社会生活支援センター（仮称）の設立（法務・厚生労働省共同事業） 

矯正施設、更生保護施設と福祉サービス事業等をつなぐ架け橋として、都道府県単位で社会生活 

支援センター（仮称）の設置を行い、下記の事業を実施する。（イメージ図 別紙） 

 

１．相談支援事業 

   矯正・更生保護施設に入所中又は社会生活中であっても本人又は家族が就労、生活に関するい 

ろいろな問題を気軽に相談できる所が必要である。 

（１）福祉サービスに関すること。 

（２）就労支援に関すること。 

（３）職業能力開発支援に関すること。 

（４）地域生活に関すること。 

 

２．コーディネート事業 

（１）矯正・更生保護施設、保護観察所、福祉行政機関、福祉事業所等による合同チームをつくり、 

必要に応じて合同支援会議を実施する。 

（２）矯正・更生保護施設と福祉機関との連携を行い、具体的なケアの利用、福祉サービスのマネ 

ージメントを行う。 

 

３．更生保護事業 

   社会福祉法人による更生保護施設の運営。 

    現在、更生保護施設は、法務大臣の認可を受けて継続保護事業を営む更生保護法人によって運 

営されている。更生保護施設は刑務所から釈放された人や保護観察中の人などのうち、引受人が 

なく、あるいは適当な住居がないため更生を妨げられるおそれがある人を保護して、生活指導や 

職業指導などを行い、自立を援助している。現在、全国に１０１施設あり、再犯防止に寄与してい 

る。 

 釈放された知的障がい者によっては、福祉サービスにつなげていく上で種々の申請手続き等の 

為、実際のサービス受給までかなりの期間を要する場合がある。療育手帳等の取得、障害程度区 

分認定、障害基礎年金の判定・受給、福祉サービス実施市町村の決定等である。したがって、社 

会福祉法人による更生保護施設の運営によって、その期間、法的裏付けの中で本人を専門的に受 

け止め、福祉サービスに効果的につなげていくことが可能になると思われる。 

 

［解説］ 

実態調査によると、一般刑務所で〈知的障害又は知的障害が疑われる者〉は410名が該当した。 
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その中で再犯者285名の前刑時の帰住先を調査したところ、「未定・不詳」が124名（43.5）に 

上り、「親族（父母・兄弟を含む）」の元へ帰住した者は70名（24.5％）に留まっている。また 

再犯者の仮釈放による出所率が、全体の55％を下回る20％（57名）であることも同調査によって 

明らかになった。出所後の身分保障が安定しないことが、再犯を繰り返す要因となっていること 

が確認出来る。 

現在その受け皿となっているのが更生保護施設であり、退所した479人中IQ69以下の者は91人 

（18.9％）だが、更生保護施設が社会的自立に導く支援を行うには、施設の職員体制や施設の規 

模から難しく、実質的には支援のないまま退所に至るのが現状である。 

福祉サービスを受けるには居住地を確定する必要がある。したがって、社会福祉施設と更生保 

護施設が相乗りした「障害者更生保護施設」（仮称）を運営することにより、安定した帰住先の 

確保と共に、福祉と保護のノウハウを用いた、自立に向けた支援と他機関への橋渡しが可能に 

なる。 

 

４．社会福祉事業 

障害者自立支援法における事業所指定は「事業所としての安定性・継続性を確保するとともに、 

サービスの質を担保し、効率的な提供が可能となるよう原則、社会福祉法に定める最低定員２０ 

人を適用」と条件づけられている。ただし、「過疎、離島地域等において利用者数を確保するこ 

とが困難な場合は、都道府県の判断により、１０人以上を可能とする」と例外的な取扱いを認め 

ている。釈放された知的障がい者の受入れについては、日中活動等の福祉事業所の利用の場を拡 

大することにより受皿が広がる。 

 よって、罪を犯した障がい者は、その支援の難しさ等も鑑み、過疎、離島地域等特例と同様の 

取扱いとし、１０人からの事業所指定を可能としてほしい。 

 

二．障害者療育手帳について（法務・厚生労働省共同事業） 

罪を犯した障がい者の療育手帳所持率は低く、出所後に福祉の支えを得られない事が、累犯の 

一因となっている。取得申請上の隘路となっている下記の要件を改善し、療育手帳を取得しやす 

い環境を整える。 

 

［解説］ 

実態調査によると、一般刑務所入所者27,024名中〈知的障害者又は知的障害が疑われる者〉が 

410名、少年刑務所入所者約4,000名中〈特殊教育課程H1に分類される者〉が130名確認された。 

その内療育手帳所持者は、前者が26名（6％）、後者が29名（23.3％）であった。 

 

１．矯正・更生保護施設が代理人となって、療育手帳交付申請等の福祉サービスの申請が実施でき 

るようにする。 

 

［解説］ 

福祉サービスの受給は申請主義のため、出所と同時に福祉サービスを受給するには、矯正・更生 

保護施設に収容されている間に、療育手帳交付申請を行わなくてはならない。実態調査では身元 

引受人が「家族（父母・兄弟を含む）」となっている者は410名中108名（26.3％）であり、罪 

を犯した障がい者の多くは交付申請の行う「保護者」である家族との関係が無くなっていること 

が多い。矯正・更生保護施設は、福祉サービスを必要とする者がいる場合、本人の同意のもと代 

理人となって療育手帳交付申請を行う必要がある。 
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２．住所不定または住所に問題がある者については、矯正・更生保護施設の所在地において、療育   

手帳申請手続きを行なうことが可能とすること。 

 

［解説］ 

療育手帳の交付申請は、福祉サービスの実施機関となっている居住地の市町村に行う。ただし、 

罪を犯した障害者で、居住地を有しないか明らかでない者は、交付申請を却下された事例が、モ 

デル事業では報告されている。矯正・更生保護施設を「知的障害者福祉法」第九条の定める「現 

在の居住地」とみなし、当該施設の所在地において交付申請を行えるようにすることを要望する。 

 

３．療育手帳取得要件を全国統一し、交付基準を緩和すること。 

 

［解説］ 

知的障害は発達障害の為、18歳以上で療育手帳交付申請を行う場合、18歳未満で発生したことを 

証明する書類の添付が必要となる。罪を犯した障がい者は、家族に恵まれない者が多く、福祉サー 

ビスを受けることなく年齢を重ねていることが多いことから、必要な証言を得ることが難しい。 

この様な場合を想定し、判定機関等の弾力的な判断によって、療育手帳を取得出来るよう、交付 

基準を緩和する必要がある。 

 

 

三．障害認定区分について（厚生労働省） 

罪を犯した障がい者は「社会適応性」において極めて重い障がいを持つ。この認定項目は現在 

の「障害認定区分」には含まれておらず、受け入れに際して必要な福祉サービスと提供できる 

福祉サービスのミスマッチを生んでいる。以下の点について、制度上の改正を要望する。 

 

１．障害認定区分1次審査のチェック項目の中に、「環境適応能力」の項目を設けること。 

 

２．障害認定区分2次審査に、犯罪歴、成育歴、犯罪傾向の進度等の項目を設けて、これらのこと 

を参考にして審査していただく。 

 

四．特別加算について（厚生労働省） 

「社会適応性」に極めて重い障がいを持つ者の支援には、終日職員の付き添いを含めた、多大なマ 

ンパワーを必要とする。罪を犯した障がい者を受け入れるに当たっては、下記の理由により一定の 

期間、特別加算の制度が必要である。 

 

１．障害者自立支援法における日中系サービス事業と生活系サービス事業時間帯の明確な線引きを 

行い、責任の所在を明らかにすること。 

 

［解説］ 

   障害者自立支援法において生活系と日中系が分かれることになったが、何時から何時までが日中 

系、何時から何時までが生活系との明確な時間の基準がない。そのため、事故や問題等が起きた 

時にどちらに責任の所在があるのかはっきりしていない。また、刑務所等からの出所者（知的障 

がい者）は休日の過ごし方についてもマンツーマン的な見守り等を必要とするにも関らず、それ 

を生活系で見ているのだが特に加算も付いていない。夜間支援加算に加え早朝支援加算及び休日 

加算の検討も必要である。 
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8：00 

 

  17：00 

 
 
   

8：00 

 

 
：日中系、  ：生活系 

 

 

１． 日中系サービス事業と生活系サービス事業の給付額を見直すこと。 

 

［解説］ 

「社会適応性」に極めて重い障がいを持つ者の支援は、特に生活系サービスにおいて、多大なマン 

パワーが必要であり、リスク面で大きな負担を要する。給付単価は日中系に重きを置いており生活 

系は時間的に長期にわたっているにも関らず、低額設定となっており適当な支給額となっていない。

日中系サービスに偏っている現在の給付単価を改める必要がある。 

 

五．措置制度の弾力的運用について（厚生労働省） 

満期出所で尚かつ再犯の可能性が高く、社会不適応行動の改善が急務であると判断されるような 

人等で、契約になじまない状況の場合は、「措置制度」を柔軟に利用できるよう、行政の判断基準 

の見直しおよび緩和が必要と思われる。 

又、措置制度の実施マニュアルを作成して、どの市町村でも実施できるようにすべきである。 

 

この研究を通じ、罪を犯した障害者の現状や課題を一人でも多くの人に知っていただき、一緒に考えてもらう、 

そして少しずつでも理解していただく。こうした積み重ねが、さまざまな課題の解決への一歩につながると考える。 

それぞれの分担研究者の各種実態調査や分析、現状の把握、関係機関の連携によるモデル事業によってクロ

ーズアップしてきた課題について、具体的に研究を重ね、罪を犯した障がい者の地域生活支援を確立するための

制度や受け皿・支援の充実つなげて行きたい。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｇ．研究発表 

平成１９年度は、宮城県と長崎県で開催された福祉セミナーにおいて、当研究の主任・分担研究者が 

シンポジストとして参加し、当研究の目的や進捗状況、研究課題について発表した。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

 特になし 

 

月 火 水 木 金 土 日 

       

       

       

週換算  日中系支援  8h×5日＝40h 

生活系支援 16h×5日＋24h×2日＝128h 

 

月換算 日中系支援  8h×20日＝160h 

    生活系支援 16h×20日＋24h×8日＝512h 

 

年換算 日中系支援  8h×261日＝2,088h 


